
去
る
８
月
28
日
、
青
森
県
国
民
健
康

保
険
団
体
連
合
会
と
青
森
県
自
治
体
病

院
開
設
者
協
議
会
は
揃
っ
て
宮
下
知
事

を
訪
ね
、
そ
れ
ぞ
れ
現
状
と
課
題
を
訴

え
る
と
と
も
に
、
県
に
対
し
理
解
と
協

力
を
求
め
た
。

こ
れ
は
、
市
町
村
毎
に
格
差
の
あ
る

国
保
保
険
料
水
準
の
完
全
統
一
に
向
け

た
県
の
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
発
揮

や
、
本
県
の
地
域
医
療
の
確
保
と
更
な

る
充
実
・
強
化
に
向
け
た
自
治
体
病

院
・
診
療
所
の
医
師
確
保
等
に
つ
い
て

意
見
提
出
す
る
た
め
、
い
ず
れ
も
７
月

24
日
に
開
催
し
た
通
常
総
会
に
お
い
て

要
望
活
動
の
実
施
が
決
定
し
た
も
の
で

あ
る
。（
要
望
書
別
掲
）

当
日
は
、
国
保
連
合
会
か
ら
髙
樋󠄀󠄀
理

事
長
（
黒
石
市
長
・
青
森
県
自
治
体
病

院
開
設
者
協
議
会
長
も
兼
任
）、
櫻
井

副
理
事
長
（
新
郷
村
長
）、
舛
甚
常
務

理
事
、
青
森
県
自
治
体
病
院
開
設
者
協

議
会
か
ら
は
工
藤
副
会
長
（
南
部
町

長
）、
山
田
副
会
長
（
大
鰐
町
長
）
が

参
加
し
た
。

ま
ず
、
国
保
関
係
に
つ
い
て
、
髙

樋󠄀󠄀
理
事
長
は
󠄀
本
県
で
は
󠄀
󠄀
12
年

度
賦
課
分
か
ら
、
同
じ
所
得
水
準
・

同
じ
世
帯
構
成
で
あ
れ
ば
、
同
じ
保

険
料
負
担
と
す
る
『
保
険
料
水
準
の

完
全
統
一
』
を
目
指
し
、
県
主
導
の

も
と
鋭
意
検
討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
中
で
最
大
の
課
題
は
、

県
内
市
町
村
の
一
人
当
た
り
保
険
税

（
料
）
が
約
２
・
５
倍
の
格
差
が
あ
る

こ
と
で
、
完
全
統
一
に
よ
っ
て
保
険
税

（
料
）
負
担
が
軽
く
な
る
市
町
村
も
あ

る
が
、
大
幅
な
負
担
増
が
見
込
ま
れ
る

市
町
村
に
と
っ
て
は
大
き
な
課
題
と

な
っ
て
い
る
。

つ
い
て
は
、
県
に
設
置
の
財
政
安
定

化
基
金
に
よ
る
保
険
税
（
料
）
の
激
変

緩
󠄀
措
置
等
の
所
要
の
施
策
を
講
じ
て

い
た
だ
く
と
と
も
に
、
こ
れ
ま
で
以
上

に
県
に
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮

い
た
だ
き
た
い
」
と
要
請
し
た
。

続
い
て
、
櫻
井
副
理
事
長
は
󠄀
完
全

統
一
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
市
町
村

毎
に
異
な
る
保
険
者
事
務
を
標
準
化
し

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

現
在
、
県
に
設
置
さ
れ
た
４
つ
の
ワ
ー

キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
お
い
て
、
加
入
者
が

行
う
各
種
届
出
の
方
法
や
健
康
づ
く
り
事

業
、
医
療
費
適
正
化
事
業
な
ど
の
標
準
化

に
向
け
た
協
議
が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、

よ
り
多
く
の
事
務
を
標
準
化
し
、
加
入
者

特
集
国保連合会と自治体病院開設者協議会が国保連合会と自治体病院開設者協議会が
合同で宮下知事へ要望活動を実施合同で宮下知事へ要望活動を実施

髙樋理事長・会長
黒石市長

左から、工藤副会長（南部町長）、髙樋󠄀󠄀󠄀󠄀長󠄀会長（󠄀󠄀󠄀長）、󠄀󠄀󠄀󠄀、󠄀󠄀副󠄀󠄀長（󠄀󠄀󠄀長）、󠄀󠄀副会長（󠄀󠄀町長）、󠄀󠄀󠄀󠄀󠄀󠄀

県
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
も
と

保
険
料
水
準
の
完
全
統
一
達
成
を
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に
と
っ
て
公
平
な
『
保
険
料
水
準
の
完
全

統
一
』
を
達
成
い
た
だ
き
た
い
」
と
考
え

を
述
べ
た
。

次
に
、
自
治
体
診
療
施
設
関
係
に
つ

い
て
髙
樋󠄀󠄀
󠄀
󠄀
󠄀
󠄀
󠄀
󠄀
󠄀
の
󠄀
と
󠄀

前
大
学
及
び
青
森
󠄀
立
中
央
病
院
と
の

三
者
間
で
協
定
を
締
結
し
、
医
療
提
供

体
制
の
整
備
を
進
め
て
い
く
こ
と
󠄀
宮

下
知
事
の
英
断
で
あ
り
、
心
よ
り
感
謝

申
し
上
げ
る
」
と
ま
ず
󠄀
っ
て
敬
意
を

表
し
た
。

そ
の
後
、
医
師
配
置
に
つ
い
て
触
れ

󠄀
󠄀
内
の
自
治
体
診
療
施
設
に
お
け
る

勤
務
医
師
数
󠄀
、
󠄀
前
大
学
医
学
部
医

学
科
入
学
者
の
臨
時
定
員
増
や
地
域
枠

の
創
設
、
こ
れ
ま
で
󠄀
が
行
っ
て
き
た

施
策
の
効
果
󠄀
あ
っ
て
増
加
し
て
お

り
、
市
部
病
院
に
󠄀
配
置
さ
れ
て
き
て

い
る
󠄀
の
の
、
町
村
部
の
病
院
や
診
療

所
へ
の
配
置
ま
で
に
󠄀
至
っ
て
い
な
い

こ
と
か
ら
、
町
村
部
に
󠄀
医
師
配
置
で

き
る
体
制
を
整
備
い
た
だ
き
た
い
」
と

訴
え
た
。

続
い
て
、
工
藤
副
󠄀
󠄀
󠄀
󠄀
医
師
の

み
な
ら
ず
、
看
護
師
や
薬
剤
師
等
の
医

療
従
事
者
不
足
󠄀
深
刻
な
状
況
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
地
域
枠
入
試
制
度
や
奨
学

金
制
度
の
創
設
な
ど
新
た
な
本
󠄀
定
着

策
を
講
じ
て
い
た
だ
き
た
い
。

ま
た
、
自
治
体
診
療
施
設
を
開
設
し

て
い
る
立
場
と
し
て
󠄀
、
修
学
資
金
の

支
援
を
受
け
た
医
師
や
看
護
師
の
方
々

が
、
󠄀
内
勤
務
の
返
還
免
除
要
件
に
達

し
た
後
󠄀
引
き
続
き
本
󠄀
で
勤
務
い
た

だ
け
る
よ
う
、
魅
力
あ
る
医
療
環
境
の

整
備
が
必
要
と
考
え
る
。

そ
し
て
、
何
よ
り
󠄀
『
本
󠄀
の
地
域
医

療
を
守
る
と
い
う
強
い
使
命
感
』
を
持
っ

て
い
た
だ
け
る
よ
う
な
教
育
に
つ
い
て
、

三
者
協
定
に
お
け
る
協
議
の
俎
上
に
載
せ

て
い
た
だ
き
た
い
」
と
強
調
し
た
。

山
田
副
󠄀
󠄀
か
ら
󠄀
󠄀
地
域
医
療
構

想
に
沿
っ
て
、
限
り
あ
る
医
療
資
源
を

効
率
的
・
効
果
的
に
活
用
す
る
た
め
、

官
民
一
体
と
な
っ
て
２
次
保
健
医
療
圏

毎
に
取
組
を
進
め
て
い
る
󠄀
の
の
、
医

師
不
足
に
よ
り
救
急
患
者
の
受
け
入
れ

を
休
止
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
自
治

体
病
院
󠄀
出
て
き
て
い
る
。

こ
の
先
󠄀
医
師
不
足
が
続
け
ば
、
他

の
自
治
体
病
院
に
お
い
て
󠄀
同
様
の
事

態
が
起
こ
り
得
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る

た
め
、
救
急
告
示
病
院
以
外
の
病
院
に

お
い
て
、
通
常
診
療
時
間
内
に
救
急
車

に
よ
る
救
急
搬
送
患
者
を
受
け
入
れ
た

場
合
の
財
政
支
援
や
制
度
の
実
現
方
に

つ
い
て
支
援
い
た
だ
き
た
い
」
と
の
要

望
が
な
さ
れ
た
。

こ
れ
ら
の
要
望
に
対
し
、
宮
下
知
事

󠄀
󠄀
保
険
料
水
準
の
完
全
統
一
に
つ
い

て
󠄀
、
󠄀
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮

す
べ
き
だ
と
考
え
て
い
る
と
と
󠄀
に
、

保
険
税
（
料
）
の
引
き
上
げ
が
必
要
と

な
る
市
町
村
の
理
解
を
得
た
う
え
で
進

め
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
そ
の
た
め
の

ア
イ
デ
ィ
ア
と
し
て
激
変
緩
和
措
置
󠄀

一
つ
の
方
策
で
あ
る
と
考
え
る
。

󠄀
と
し
て
󠄀
、
市
町
村
と
足
並
み

を
揃
え
る
と
と
󠄀
に
、
加
入
者
の
理

解
󠄀
得
な
が
ら
取
り
組
む
必
要
が
あ

る
と
考
え
て
お
り
『
令
和
12
年
度
の

完
全
統
一
』
と
い
う
目
標
に
向
け
て

着
実
に
進
め
て
い
き
た
い
の
で
、
折

に
触
れ
協
力
を
お
願
い
し
た
い
」
と

理
解
を
求
め
た
。

ま
た
、
医
師
配
置
等
の
検
討
に
つ
い

て
󠄀
三
者
協
定
で
の
議
論
󠄀
、
󠄀
前
大

学
医
学
部
出
身
医
師
の
󠄀
内
配
置
状
況

や
各
自
治
体
診
療
施
設
に
不
足
状
況
を

調
査
し
た
う
え
で
進
め
て
い
く
」
と
説

明
す
る
と
と
󠄀
に
󠄀
医
師
の
育
成
に
󠄀

一
定
期
間
を
有
す
る
こ
と
か
ら
、
オ
ン

ラ
イ
ン
診
療
に
力
を
入
れ
、
医
師
不
足

の
解
消
に
つ
な
げ
て
い
き
た
い
」
と
今

後
の
方
針
を
示
し
た
。

続
け
て
、
救
急
医
療
提
供
体
制
の
在

り
方
に
つ
い
て
󠄀
󠄀
２
次
保
健
医
療
圏

内
の
施
設
で
協
議
の
う
え
、
そ
れ
ぞ
れ

担
う
べ
き
役
割
を
分
担
し
て
医
療
を
提

供
し
て
い
く
こ
と
が
最
󠄀
重
要
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
各
圏
域
で
改
め
て
協
議
い

た
だ
く
と
と
󠄀
に
、
そ
の
協
議
の
結

果
、
医
師
配
置
が
必
要
に
な
る
の
で
あ

れ
ば
、
󠄀
と
し
て
󠄀
し
っ
か
り
サ
ポ
ー

ト
し
て
い
き
た
い
」
と
応
じ
た
。

櫻井副理事長

工藤副会長

山田副会長

宮下知事

新郷村長

南部町長

大鰐町長

要　　望　　書
　平成 30 年度の国保制度改革により、都道府県単位化された国民健康保険制度においては、
これまでの市町村における被保険者相互の支え合いの仕組に、県内市町村相互の支え合いの
仕組が加わることにより、県全体で負担を分かち合うこととなりました。
　この国保財政運営の都道府県単位化の最大の目的であり、現在国が強力に推進している「保
険料水準の完全統一」については、本県では令和６年３月 29 日に改定した『青森県国民健康保
険運営方針』の中で、令和７年度から市町村が県に納付する国保事業費納付金ベースでの水準
統一による賦課を開始し、令和 12 年度の賦課分からは、同じ所得水準・世帯構成であれば同
じ保険料負担とする完全統一の目標を掲げております。
　現在、貴県主導のもとに市町村や本会をメンバーとしたワーキンググループを設置し、市町
村ごとに異なる業務の標準化に向けて鋭意検討を開始しておりますが、市町村ごとに格差の
ある保険料水準を統一していくためには、困難な道のりが予想されます。
　つきましては、保険料水準の完全統一に向けて、次のとおり意見を提出いたしますので、特
段のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。

記
１．保険料水準の完全統一に向けては、財政安定化基金による保険税（料）の激変緩和措置等の
所要の施策を講じるとともに、被保険者や保険者に大きな混乱もなく完全統一がなされる
よう、これまで以上に県がリーダーシップを発揮すること。

　　　令和６年８月 28 日
　　　　　青森県知事
　　　　　　宮　下　宗一郎　殿

青森県国民健康保険団体連合会　
理事長　　髙　樋　　憲

要　　望　　書
　本県の医師配置・派遣等にあたっては、先般、貴県主導のもと弘前大学及び県立中央病院と
の三者間で協定が締結され、市町村等からの要望の共有を図り、県全体の医療事情を勘案して
取り組まれることになったことについては、県内自治体診療施設の開設者一同、大きな期待を
寄せているところであります。
　つきましては、本県の地域医療を確保するとともに、更なる充実・強化を図るため、自治体
病院・診療所の医師確保等について、次のとおり意見を提出いたしますので、特段のご配慮を
賜りますようお願い申し上げます。

記
１．弘前大学医学部医学科入学者の臨時定員増の効果もあって、医師が増加し市部病院には若
干配置されてきているものの、町村部の病院や診療所への配置までには至っていないこと
から、その実現を図ること。

２．医師のみならず看護師や薬剤師等の医療従事者不足も深刻な状況であることから、地域枠
入試制度や奨学金制度の創設など、新たな本県定着策を講じること。

３．各保健医療圏内の救急医療提供体制を確保するため、救急告示病院以外の病院において、
通常診療時間内に救急車による救急搬送患者を受け入れた場合の財政支援または制度の
確立を支援すること。

　　　令和６年８月 28 日
　　　　　青森県知事
　　　　　　宮　下　宗一郎　殿

青森県自治体病院開設者協議会　
会　長　　髙　樋　　憲

地
域
医
療
の
確
保
と

更
な
る
充
実
・
強
化
を
要
請

要
望
内
容
に
理
解
を
示
し

　市
町
村
と
の
連
携
を
強
調
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特
集

要　　望　　書
　平成 30 年度の国保制度改革により、都道府県単位化された国民健康保険制度においては、
これまでの市町村における被保険者相互の支え合いの仕組に、県内市町村相互の支え合いの
仕組が加わることにより、県全体で負担を分かち合うこととなりました。
　この国保財政運営の都道府県単位化の最大の目的であり、現在国が強力に推進している「保
険料水準の完全統一」については、本県では令和６年３月 29 日に改定した『青森県国民健康保
険運営方針』の中で、令和７年度から市町村が県に納付する国保事業費納付金ベースでの水準
統一による賦課を開始し、令和 12 年度の賦課分からは、同じ所得水準・世帯構成であれば同
じ保険料負担とする完全統一の目標を掲げております。
　現在、貴県主導のもとに市町村や本会をメンバーとしたワーキンググループを設置し、市町
村ごとに異なる業務の標準化に向けて鋭意検討を開始しておりますが、市町村ごとに格差の
ある保険料水準を統一していくためには、困難な道のりが予想されます。
　つきましては、保険料水準の完全統一に向けて、次のとおり意見を提出いたしますので、特
段のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。

記
１．保険料水準の完全統一に向けては、財政安定化基金による保険税（料）の激変緩和措置等の
所要の施策を講じるとともに、被保険者や保険者に大きな混乱もなく完全統一がなされる
よう、これまで以上に県がリーダーシップを発揮すること。

　　　令和６年８月 28 日
　　　　　青森県知事
　　　　　　宮　下　宗一郎　殿

青森県国民健康保険団体連合会　
理事長　　髙　樋　　憲

要　　望　　書
　本県の医師配置・派遣等にあたっては、先般、貴県主導のもと弘前大学及び県立中央病院と
の三者間で協定が締結され、市町村等からの要望の共有を図り、県全体の医療事情を勘案して
取り組まれることになったことについては、県内自治体診療施設の開設者一同、大きな期待を
寄せているところであります。
　つきましては、本県の地域医療を確保するとともに、更なる充実・強化を図るため、自治体
病院・診療所の医師確保等について、次のとおり意見を提出いたしますので、特段のご配慮を
賜りますようお願い申し上げます。

記
１．弘前大学医学部医学科入学者の臨時定員増の効果もあって、医師が増加し市部病院には若
干配置されてきているものの、町村部の病院や診療所への配置までには至っていないこと
から、その実現を図ること。

２．医師のみならず看護師や薬剤師等の医療従事者不足も深刻な状況であることから、地域枠
入試制度や奨学金制度の創設など、新たな本県定着策を講じること。

３．各保健医療圏内の救急医療提供体制を確保するため、救急告示病院以外の病院において、
通常診療時間内に救急車による救急搬送患者を受け入れた場合の財政支援または制度の
確立を支援すること。

　　　令和６年８月 28 日
　　　　　青森県知事
　　　　　　宮　下　宗一郎　殿

青森県自治体病院開設者協議会　
会　長　　髙　樋　　憲
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